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ＬＰガスを巡る最近の状況
～ＬＰガス料金の透明化及び取引適正化の推進～

２０２２年１０月

(一社)岡山県ＬＰガス協会



平成２９年２月２２日交付、６月１日施行
① 「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律

施行規則」 （省令）の 一部改正

② 「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律
施行規則の運用及び解釈について」 （通達）の一部改正

平成２９年２月２２日制定
③ 「液化石油ガスの小売営業における取引適正化指針」

（ＬＰガス小売営業ガイドライン） の制定

その中で、液石法と関係法令の遵守に加え、ＬＰガス販売事業者
が取り組むべき事項がまとめられた。
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液石法省令・通達の一部改正

ＬＰガス小売営業ガイドラインの制定〔おさらい〕



省令等改正のポイント（まとめ）

省令・通達の改正内容

請求書に
内訳明示

① 基本料金・従量料金・設備利用料の算定根拠を明示
② 設備利用料の請求には、交付書面へ明記が条件
③ 基本料金・従量料金に設備利用料が含まれる場合は、交付書面に設備名及びその月額費

用（合計額）を明記

一 週 間 ル ー ル
① 原則一週間。但し、個別に判断
② 自力救済は液石法違反
③ 設備撤去は事前調整が必要

ＬＰガス小売営業ガイドライン

料金情報の公表
① 標準的な料金メニュー・平均的な月額料金例
② ホームページ掲示又は店頭掲示

交付書面の説明
① 書面の記載内容を説明
② 特に、規則１３条５号から９号は説明

料金変更の通知

① 原則、１か月前に通知（原調制度は遅くとも変更後の販売価格の適用が開始される日の前
まで）

② 通知方法は検針票・請求書又は書面
③ 変更理由と文字色・大きさによる判別

苦 情 ・ 問 合 せ 適切かつ迅速に対応
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平成２９年１２月２７日改訂
① 「液石法省令等の一部改正、取引適正化ガイドラインに係るＱ＆Ａ」

の改訂

平成３０年２月２２日改訂
② 「液化石油ガスの小売営業における取引適正化指針」

（ＬＰガス小売営業ガイドライン）の改訂
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液石法省令等の一部改正、
小売営業ガイドラインQ&Aの改訂

• 平成２９年４月に策定された標記省令等の一部改正、ＬＰガス小売営業ガイ
ドラインＱ＆Ａについては、考え方を整理すべき質問等を踏まえ、平成２９年
１２月にＱ＆Ａの改訂が行われました。

• また、平成２９年２月に制定された標記ガイドラインについては、平成３０年２
月が施行から１年を迎えたことから、より一層のＬＰガスがお客様から選ばれ
るエネルギーとなるための趣旨により、改訂が行われました。
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液石法省令等の一部改正、取引適正化
ガイドラインQ&Aの改訂概要

・料金請求時の算定根拠の通知を行う際の記載例の追加

・賃貸集合住宅と戸建住宅とで基本料金・従量料金の価格が異

なる場合は、消費者等からの照会に対し、適切に回答する必要

がある。

・販売契約の解約猶予期間等を定めた契約条項がある場合であっ

ても、液石法省令第16条第16号に定める、「正当な事由」には該

当しない。

・一般消費者等から寄せられた苦情及び問い合わせの記録簿につ

いては、対応した日から１年の保存期間を設ける。なお、１年以上

保存することは、妨げない。



第２章 取引の適正化

■特定商取引法 第２条

・「訪問販売」・・・店舗以外の場所（例えば消費者宅）で売買契約を締結する販売方法

《留意点》 入退去に伴う契約者変更においても、トラブル防止の観点から「訪問
販売」と同様に処すること

・「通信販売」・・・インターネット・ダイレクトメール・新聞広告等を利用して売買契約を
締結する販売方法

・「電話勧誘販売」・・・電話勧誘により売買契約を締結する販売方法

（消費者への十分な説明ができないため、望ましくない）
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◎ＬＰガスやガス機器等の販売において、以下の取引類型は特定商取引法に該当します。

ＬＰガス販売指針（第４次改訂より抜粋）
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訪問販売について

①勧誘前に、事業者名・勧誘目的の明示

②商品内容・条件を十分説明し、消費者の理解を得る

主な説明事項 ⅰ) 料金とその算定方法、その他の費用(貸付設備の利用料等)、

支払時期、支払方法

ⅱ) 保安に関する設備とその費用負担

ⅲ) 契約期間および中途解約の条件

ⅳ) 保安業務、サービスに関する事項

ⅴ) 保安管理に関する責任区分

ⅵ) ＬＰガス設備の所有関係

ⅶ) クーリング・オフ制度

③申込みを受けた時、申込時書面を交付しなければならない（特商法第４条）

その後に契約を締結した時も、契約時書面を交付しなければならない（特商法第５条）

《注意》 特商法においては、

■ 申込時・契約時の２回、書面交付を義務付けている。

■ ただし、申込みと契約が同時の場合は、契約時書面の交付のみとなる。

■申込時・契約時の書面記載事項は共通である。

■書面交付しなかった場合、いつでも解約（クーリングオフ）可能となっている。

１．勧誘・申込みの適正化



特商法の勧誘規制行為 （消費者契約法においても同様に定められている）

① 勧誘に際し、事業者名・勧誘目的等の明示義務

② 不実の告知の禁止

③ 重要事項の不告知の禁止

④ 威迫して困惑させる行為の禁止

⑤ 再勧誘の禁止
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２．勧誘時の注意事項、禁止事項

ＬＰガスの供給契約の締結に至った場合は、
① 液化石油ガス法第１４条に定める書面
② 特商法第５条に定める契約時書面

の２つを交付しなければなりません。

《注意》 ただし、
・液石法・特商法の書面記載事項がほぼ同様なので、“特商法の内容を盛り込んだ”
いわゆる１４条書面のみを、交付することでも可能です

３．契約の締結

＊１４条書面と特商法書面を兼ねる場合のただし書きの例

本契約書（通知書）は、「特定商取引に関する法律」に規定された「契約締結時の交付書面」を兼ねます



液石法では、１４条書面で「価格の算定方法」と「算定の基礎となる項目」
について、内容の記載・説明を義務付け

よって、価格の算定方法を盛り込んだ料金表の交付が必要

「価格の算定方法」とは、通達により、その価格の計算方法のこと

１．料金情報の提供と十分な説明
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（二部料金制の場合）
料 金 ＝ 基本料金 ＋ 従量料金 × 使用した量

＊貸与設備の利用料がある場合は、三部料金制が望ましい。

「算定の基礎となる項目」とは、

（例） 基本料金は、供給設備とその工事費用・保安維持費・検針集金費用
及びこれら費用に関する管理費用で、ＬＰガスのご使用がなくても
毎月定額でお支払いいただく料金です。
従量料金は、基本料金を除く原料費及び販売経費等の費用で、
ＬＰガスの使用量に応じてお支払いいただく料金です。

第５章 料金の透明性の確保



（１）料金表の作成と交付

① 「価格の算定方法」を盛り込んだ料金表を作成し、交付

② 料金水準を定期的に見直し、価格を改定する際は、原則１ヶ月前に
料金表を交付し、十分に説明し、消費者の理解を得る。

（２）情報提供の手段・方法

① 標準的な料金メニュー等の公表

・ 標準的な料金メニュー及び平均的な使用量に応じた月額料金例

② 公表の方法

・ 標準的なメニュー等を店頭に掲示又はホームページに掲示

③ 請求書、領収書に料金の内訳を明示

・ 基本料金・従量料金・設備利用料など

２．料金情報の積極的な提供
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１．ＬＰガス・機器等の「勧誘・申込み時」そして「契約時」には、
『特定商取引法』等を遵守するとともに、必要事項の十分な説明
を行ない、書面を交付すること。

２．ＬＰガス設備や機器等の「所有関係」を明確にすること。
貸与の場合は、その費用・精算方法等を十分に説明し、
消費者の了解を得ること。

３．取引開始や料金改定の際には、料金体系（価格の算定方法・算定の
基礎となる項目等）について説明する。とともに、
算定方法等を記載した料金表を交付すること。

４．輸入状況等を考慮した料金水準の適切な見直しの実施
⇒料金の透明性の確保・向上

ＬＰガス販売指針のまとめ
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令和４年６月１日より消費者からのクーリング・オフの通知が、従来の

書面に加え電磁的記録（電子メールの送付等）で行えるようになることか

ら、特定商取引法の契約書面に電磁的記録で、クーリング・オフができる

旨を記載することが義務付けられることになりました。

また、本改正により特定商取引法の契約書面等に記載するクーリング・

オフの告知文（別紙参考）の変更が必要となります。

なお、令和５年６月までに特定商取引法の契約書面も電磁的記録で送付

も可能となる予定です。

特定商取引法の一部改正について

12



クーリング・オフの記載事項は、赤字赤枠で日本産業規格Ｚ８３０５に規定する８ポイント以上でお願いします。
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特定商取引法における電磁的記録によるクーリング・オフに関するＱ＆Ａ
（消費者庁）

Ｑ１：電磁的記録によるクーリング・オフとは、具体的にはどのようなものが該当しますか。

Ａ１「電磁的記録」とは、電子的方式、磁気的方式のほか、人の知覚によっては認識することが
できない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるもの全て
が該当し、消費者はこれによる通知を行うことでクーリング・オフが可能となります。代表
的な例としては、電子メールのほか、ＵＳＢメモリ等の記録媒体 や事業者が自社のウェブサ
イトに設けるクーリング・オフ専用フォーム等により通知を行う場合が挙げられます。また、
ＦＡＸを用いたクーリング・オフも可能となります。

Ｑ２ 事業者は、どのように電磁的記録によるクーリング・オフに対応しなくてはならないので
しょうか。

Ａ２ 事業者においては、それぞれの事業環境等も踏まえ、合理的に可能な範囲で電磁的記録によ
る通知の方法（例えば、電子メール、ＦＡＸ）に対応していただく必要があります。した
がって、「電子メールでクーリング・オフを行う場合には、以下のアドレスにお送りくださ
い。」などと合理的な範囲内でクーリング・オフに係る電磁的記録による通知の方法を特定
し、それを契約書面等に記載することにより、事業者が確認しやすいクーリング・オフに係
る電磁的記録による通知の方法を示すことは妨げられるものではありません。なお、事業者
において一方的に通知の方法を不合理なものに限定すること（例えば、電子メールでアポイ
ントを取るような訪問販売においてクーリング・オフを書面のみに限定し、電子メールによ
る通知を受け付けない場合や、契約締結に際して消費者から事業者に対する連絡手段として
ＳＮＳを用いたにもかかわらず当該ＳＮＳを用いたクーリング・オフの通知を受け付けない
場合等）はクーリング・オフの方法を制限する消費者に不利な特約に該当し、無効となるも
の（特定商取引法第９条第８項等）と考えられます。
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Ｑ３：事業者として、電子メールでのクーリング・オフの受付や、ウェブサイトにクーリング・オ
フ専用フォームを設けることを検討していますが、消費者との間でトラブル（消費者：
「送った」、事業者：「届いていない」など）が生じないか心配です。

Ａ３ 消費者が電磁的記録を発したかどうか、また、どの時点でそれを発したかに関する紛争が生
じないように、事業者としては、電磁的記録によるクーリング・オフを受けた場合、消費者
に対し、クーリング・オフを受け付けた旨について電子メール等で連絡をすることが望まし
いと考えられます。

Ｑ４：電磁的記録によるクーリング・オフを行う上で、消費者が気を付けるべきことはありますか。

Ａ４ まず、契約書を確認し、電磁的記録によるクーリング・オフの通知先や具体的な通知方法が
記載されている場合には、それを参照した上で通知を行いましょう。 また、その際には、
（書面によるクーリング・オフと同様に）事業者が対象となる契約を特定するために必要な
情報（契約年月日、契約者名、購入品名、契約金額等）やクーリング・オフの通知を発した
日を記載するようにしましょう。加えて、クーリング・オフを行った証拠を保存する観点か
ら、電子メールであれば送信メールを保存しておく、ウェブサイトのクーリング・オフ専用
フォーム等であれば 画面のスクリーンショットを残しておくといった対応を行うことが望ま
しいと考えられます。

※電磁的記録による通知についても、書面と同様、発した時にその効力を生ずる。
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令和３年６月に経済産業省よりＬＰガス販売事業者に対し、賃貸集合住宅における入
居前の消費者向けに同物件の所有者または不動産管理会社にＬＰガス料金について情報
提供するよう依頼を受けたことから、都道府県協会等を通じて、同物件の所有者または
不動産管理会社に情報提供を行うようＬＰガス販売事業者へ周知を行った。

賃貸集合住宅におけるＬＰガス料金の情報提供について
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参考 賃貸集合住宅におけるＬＰガス料金の情報提供の取り組み状況について（都道府県協会）

• 不動産管理会社等からの問合せが少ない。
• 不動産管理会社等がＬＰガス料金の情報提供の取り組みを初めて知った。
• 不動産管理会社等がＬＰガス料金を情報提供すると他の各ＬＰガス販売事業者に提供

し、安いＬＰガス料金であれば供給権を与える行為がある。
• 不動産管理会社等からエアコン、給湯器の提供を求められると経営が成り立たない。
• 地元の宅地建物取引協会と情報交換を行っている。

本件について、会員に対して講習会等を実施していますか。(複数回答可)

実施内容 回答数

① 会員に文書で通知した。 32件

② 会議等で説明した。 31件

③ 会議等で推進策を検討した。 9件

④ 支部ごとに説明した。 4件

⑤ 講習会等で説明した。 10件

⑥ 地元の不動産団体等と意見交換を行った。 2件

⑦ 広報誌等で周知した。 13件

⑧ 周知していない。 0件

⑨ その他（具体的な取り組みを記載） 16件

②～⑥の不動産管理会社等の反応やコメント等概要

• 当該県協会ホームページに本
件について掲載した。

• 経産省石油課による当該県協
会理事向けに講演をお願いし
た。

• アパートオーナー向けチラシ
データを作成し、当該県協会
ホームページに掲載した。

• 県営住宅もあることから県庁
にも紹介した。

⑨具体的な取り組み

• ４７都道府県協会は、様々な
方法で会員に周知を行った。
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アンケート項目 回答件数

①情報提供を行っている 11,793件

②令和４年１２月までに
情報提供を行う予定

2,671件

③現在、賃貸集合住宅には
供給をしていない

3,561件

未回答 473件

アンケート回収事業所数 18,498件

賃貸集合住宅におけるＬＰガス料金の情報提供について（アンケート集計結果）

令和３年６月１日以降にＬＰガスを供給している賃貸集合住宅における新たな入居者への情報提供について①～③の該当する番号を選択してください。

アンケート項目 回答件数 ％

①情報提供を行っている 11,793件

96.8%
②令和４年１２月までに

情報提供を行う予定
2,671件

未回答 473件 3.2%

対象事業所数 14,937件

情報提供を行っている
７８.９％

令和４年１２月までに
情報提供を行う予定

１７．９％

未回答
３.２％

以下③を除く
対象事業所
のみ抜粋

令和３年度安全機器普及状況及び需要開発推進運動等調査報告書内アンケート

情報提供を行っている
６３．８％

令和４年１２月までに
情報提供を行う予定

１４.４％

現在、賃貸集合住宅には
供給をしていない

１９.２％

未回答
２．６％

（対象外）

アンケート集計結果（左：調査回収全事業所 右：対象事業所）
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都道府県ごとのアンケート集計明細（賃貸集合住宅情報提供）

a
①情報提供を

行っている

b
②令和４年１２
月までには行う

予定

c
未回答

d=a+b+c
小計

e=(a+b)/d
情報提供率

f
③現在、賃貸集
合住宅には供給

をしていない

g=d+f
合計

1 北 海 道 1,418 1,332 93.9% 1,003 128 83 1,214 93.2% 118 1,332
2 青 森 県 461 460 99.8% 305 54 0 359 100.0% 101 460
3 秋 田 県 230 204 88.7% 138 10 4 152 97.4% 52 204
4 岩 手 県 351 350 99.7% 214 72 0 286 100.0% 64 350
5 山 形 県 362 362 100.0% 220 35 0 255 100.0% 107 362
6 宮 城 県 505 415 82.2% 252 68 23 343 93.3% 72 415
7 福 島 県 606 545 89.9% 321 77 35 433 91.9% 112 545
8 栃 木 県 572 517 90.4% 290 66 0 356 100.0% 161 517
9 茨 城 県 856 709 82.8% 357 106 9 472 98.1% 237 709

10 千 葉 県 686 685 99.9% 399 109 0 508 100.0% 177 685
11 埼 玉 県 898 860 95.8% 605 113 34 752 95.5% 108 860
12 群 馬 県 487 487 100.0% 295 71 24 390 93.8% 97 487
13 東 京 都 483 355 73.5% 224 65 29 318 90.9% 37 355
14 神奈川県 658 518 78.7% 379 78 26 483 94.6% 35 518
15 新 潟 県 442 442 100.0% 206 52 0 258 100.0% 184 442
16 長 野 県 465 465 100.0% 334 62 0 396 100.0% 69 465
17 山 梨 県 253 253 100.0% 133 45 27 205 86.8% 48 253
18 静 岡 県 618 618 100.0% 402 140 3 545 99.4% 73 618
19 愛 知 県 621 538 86.6% 371 49 3 423 99.3% 115 538
20 三 重 県 392 374 95.4% 213 60 0 273 100.0% 101 374
21 岐 阜 県 423 421 99.5% 283 62 0 345 100.0% 76 421
22 富 山 県 272 268 98.5% 133 25 17 175 90.3% 93 268
23 石 川 県 260 242 93.1% 152 34 5 191 97.4% 51 242
24 福 井 県 300 287 95.7% 138 37 0 175 100.0% 112 287
25 滋 賀 県 212 197 92.9% 125 27 6 158 96.2% 39 197
26 京 都 府 250 206 82.4% 112 31 6 149 96.0% 57 206
27 奈 良 県 278 253 91.0% 134 35 0 169 100.0% 84 253
28 和歌山県 338 261 77.2% 114 56 29 199 85.4% 62 261
29 大 阪 府 475 467 98.3% 220 51 0 271 100.0% 196 467
30 兵 庫 県 479 476 99.4% 322 64 0 386 100.0% 90 476
31 鳥 取 県 112 112 100.0% 81 11 3 95 96.8% 17 112
32 岡 山 県 387 387 100.0% 268 49 0 317 100.0% 70 387
33 島 根 県 141 141 100.0% 109 11 3 123 97.6% 18 141
34 広 島 県 406 342 84.2% 237 50 11 298 96.3% 44 342
35 山 口 県 272 272 100.0% 184 39 0 223 100.0% 49 272
36 徳 島 県 250 231 92.4% 102 38 48 188 74.5% 43 231
37 香 川 県 243 196 80.7% 123 22 9 154 94.2% 42 196
38 高 知 県 220 180 81.8% 111 29 17 157 89.2% 23 180
39 愛 媛 県 377 336 89.1% 251 35 0 286 100.0% 50 336
40 福 岡 県 749 746 99.6% 596 93 0 689 100.0% 57 746
41 佐 賀 県 174 170 97.7% 113 39 4 156 97.4% 14 170
42 長 崎 県 319 305 95.6% 217 60 0 277 100.0% 28 305
43 大 分 県 277 277 100.0% 212 36 0 248 100.0% 29 277
44 熊 本 県 429 415 96.7% 251 111 0 362 100.0% 53 415
45 宮 崎 県 240 175 72.9% 115 38 0 153 100.0% 22 175
46 鹿児島県 450 425 94.4% 259 88 11 358 96.9% 67 425
47 沖 縄 県 230 221 96.1% 170 40 4 214 98.1% 7 221

19,927 18,498 92.8% 11,793 2,671 473 14,937 96.8% 3,561 18,498

賃貸集合住宅情報提供

合　計

都道府県別表

都道府県協会
配布

事業所
数

回収
事業所

数
回収率



【過去の経産省の調査および今回調査結果の概要】

２０１７年３月
（経産省調査）

２０１８年３月
（経産省調査）

２０１９年１０月
（全Ｌ協調査）

２０２０年３月
（全Ｌ協調査）

２０２１年３月
（全Ｌ協調査）

２０２２年３月
（全Ｌ協調査）

調査総数 １８，５６８ １８，５８９ ２０，９８７ ２０，７９７ ２０，２８８ １９，９２７

回答事業者数
（対調査総数％）

１２，００３
（６４．６％）

１２，１９１
（６５．６％）

１７，８６９
（８５．１％）

１９，３６３
（９３．１％）

１９，０３７
（９３．８％）

１８，４９８
（９２．８％）

料金公表している事業者
（対回答事業者％）

５，３６２
（４４．７％）

９，２１４
（７５．６％）

１６，４２８
（９１．９％）

１８，２１９
（９４．１％）

１８，０６９
（９４．９％）

１７，５１５
（９４．７％）

内
訳

ＨＰのみ公表している
事業者数 ２４４ ６０９ ２，８５７ ２，８５１ ２，５５１ ２，５３３

店頭のみ公表している
事業者数 ５，１１８ ８，３４８ １２，７３４ １３，９７６ １３，７８９ １３，０９０

両方で公表している
事業者数 調査せず ２５７ ８３７ １，３９２ １，７２９ １，８９２
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【調査の目的】
「ガス料金公表状況」に関しましては、全Ｌ協が定めるＬＰガス販売指針において従前より事業者に要請してい

ましたが、電力・都市ガスの小売全面自由化を踏まえ、平成２９年には国の取引適正化指針ガイドラインにおい
ても要請されました。

しかしながら、資源エネルギー庁が過去２回事業者に対して料金表の公表状況調査を行ったところ、平成２９
年度調査において有効回答率６５．６％並びに料金公表している回答事業者率は、７５．６％の状況でありまし
た。

今回の調査は、店頭またはホームページへの掲示・掲載の１００％を目指し、お客様に選ばれるエネルギーの
提供となるために必要となる「料金の透明化」を促す一環として調査を実施いたしました。

料金公表状況調査について

※ 全Ｌ協調査は、事業所ごとに調査を実施したことによる。



23

都道府県ごとのアンケート集計明細（ガス料金の公表関係）

１．ホームペー

ジあり　　ホー

ムページに料金

公表あり　　店

頭に料金公表あ

り

２．ホームペー

ジあり　　ホー

ムページに料金

公表あり　　店

頭に料金公表な

し

３．ホームペー

ジあり　　ホー

ムページに料金

公表なし　　店

頭に料金公表あ

り

４．ホームペー

ジあり　　ホー

ムページに料金

公表なし　　店

頭に料金公表な

し

５．ホームペー

ジなし　　ホー

ムページに料金

公表なし　　店

頭に料金公表あ

り

６．ホームペー

ジなし　　ホー

ムページに料金

公表なし　　店

頭に料金公表な

し

料金公表あり合

計

(1+2+3+5)

料金公表率

ホームページあ

り合計

(1+2+3+4)

1 北 海 道 1,418 1,332 93.9% 163 233 156 8 718 27 1,270 95.3% 560
2 青 森 県 461 460 99.8% 50 56 30 0 324 0 460 100.0% 136
3 秋 田 県 230 204 88.7% 42 34 15 1 108 2 199 97.5% 92
4 岩 手 県 351 350 99.7% 39 60 24 3 198 26 321 91.7% 126
5 山 形 県 362 362 100.0% 48 46 33 1 217 17 344 95.0% 128
6 宮 城 県 505 415 82.2% 47 58 37 2 240 20 382 92.0% 144
7 福 島 県 606 545 89.9% 59 50 53 7 353 6 515 94.5% 169
8 栃 木 県 572 517 90.4% 24 52 35 8 370 28 481 93.0% 119
9 茨 城 県 856 709 82.8% 22 113 50 8 432 84 617 87.0% 193

10 千 葉 県 686 685 99.9% 45 132 73 0 435 0 685 100.0% 250
11 埼 玉 県 898 860 95.8% 54 164 82 0 560 0 860 100.0% 300
12 群 馬 県 487 487 100.0% 41 46 66 6 293 26 446 91.6% 159
13 東 京 都 483 355 73.5% 23 57 21 10 205 24 306 86.2% 111
14 神奈川県 658 518 78.7% 50 115 34 11 236 48 435 84.0% 210
15 新 潟 県 442 442 100.0% 41 51 47 8 269 26 408 92.3% 147
16 長 野 県 465 465 100.0% 67 97 50 2 231 18 445 95.7% 216
17 山 梨 県 253 253 100.0% 17 43 14 5 147 11 221 87.4% 79
18 静 岡 県 618 618 100.0% 54 133 73 10 322 23 582 94.2% 270
19 愛 知 県 621 538 86.6% 45 80 64 17 299 31 488 90.7% 206
20 三 重 県 392 374 95.4% 63 28 34 4 240 5 365 97.6% 129
21 岐 阜 県 423 421 99.5% 44 60 66 3 236 12 406 96.4% 173
22 富 山 県 272 268 98.5% 34 44 16 1 164 3 258 96.3% 95
23 石 川 県 260 242 93.1% 26 34 30 0 146 3 236 97.5% 90
24 福 井 県 300 287 95.7% 30 35 31 0 191 0 287 100.0% 96
25 滋 賀 県 212 197 92.9% 27 36 33 7 85 6 181 91.9% 103
26 京 都 府 250 206 82.4% 18 22 29 7 112 13 181 87.9% 76
27 奈 良 県 278 253 91.0% 14 22 19 6 160 32 215 85.0% 61
28 和歌山県 338 261 77.2% 17 9 17 4 166 48 209 80.1% 47
29 大 阪 府 475 467 98.3% 27 36 70 0 331 3 464 99.4% 133
30 兵 庫 県 479 476 99.4% 50 48 57 5 300 16 455 95.6% 160
31 鳥 取 県 112 112 100.0% 19 18 14 0 61 0 112 100.0% 51
32 岡 山 県 387 387 100.0% 35 41 75 2 223 11 374 96.6% 153
33 島 根 県 141 141 100.0% 28 26 22 0 62 3 138 97.9% 76
34 広 島 県 406 342 84.2% 46 59 32 3 181 10 318 93.0% 140
35 山 口 県 272 272 100.0% 39 40 32 3 151 7 262 96.3% 114
36 徳 島 県 250 231 92.4% 21 12 25 0 173 0 231 100.0% 58
37 香 川 県 243 196 80.7% 16 9 35 2 125 2 185 94.4% 62
38 高 知 県 220 180 81.8% 16 18 13 0 124 2 171 95.0% 47
39 愛 媛 県 377 336 89.1% 26 20 41 7 242 0 329 97.9% 94
40 福 岡 県 749 746 99.6% 88 47 102 4 495 10 732 98.1% 241
41 佐 賀 県 174 170 97.7% 25 27 11 1 100 2 163 95.9% 64
42 長 崎 県 319 305 95.6% 34 36 18 0 217 0 305 100.0% 88
43 大 分 県 277 277 100.0% 58 35 18 2 164 0 275 99.3% 113
44 熊 本 県 429 415 96.7% 45 46 39 6 266 13 396 95.4% 136
45 宮 崎 県 240 175 72.9% 28 16 22 0 109 0 175 100.0% 66
46 鹿児島県 450 425 94.4% 57 53 35 4 272 4 417 98.1% 149
47 沖 縄 県 230 221 96.1% 30 36 16 4 128 2 210 95.0% 86

19,927 18,498 92.8% 1,892 2,533 1,909 182 11,181 624 17,515 94.7% 6,516

都道府県別表

合　計

都道府県協会
配布

事業所
数

回収
事業所

数
回収率

ガス料金の公表関係



令和３年度(令和３年４月１日～令和４年３月３１日)の全国４７県協会及び全Ｌ協に設

置されているＬＰガスお客様相談所(４８ヶ所)に寄せられた相談件数は、３，１５６件です。
前年度対比１４６件の減少となっております。
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過去１０年間の相談件数

ＬＰガスお客様相談所における相談件数について
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相談件数の多い県は、神奈川県３６９件、東京都２６６件、埼玉県２６４件、全
Ｌ協１１３件、石川県１０９件の順でした。また、岡山県４４件となっております。
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ＬＰガスお客様相談所における月別相談分類（令和３年度）
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ご清聴ありがとうございました

29


